
（平成２１年９月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 21 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 1302 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年９月から 55年１月までの期間及

び 55年 10月から 57年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年９月から 53年３月まで 

             ② 昭和 53年９月から 55年１月まで 

             ③ 昭和 55年 10月から 57年３月まで   

    私の国民年金については、父が加入手続を行い、国民年金保険料も弟

の分と一緒に納付しており、昭和 47年ごろ店を父から引き継いだ後は、

私が納付していたので、未納とされていることに納得できないため、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人が申立期間当時居住していたＡ市では、

60 歳まで国民年金保険料を納付することにより老齢年金受給資格を得ら

れることとなる満 35歳から 37歳（２年間の過年度納付が可能）の国民年

金に未加入となっている者に対し、加入の勧奨を行っていることが確認さ

れている。申立人は、この勧奨を受け、昭和 55年２月ごろに国民年金に加

入したものと推認されるが、この時点で 60歳まで欠かさず保険料を納付し

ても加入期間は 283 か月であり、国民年金老齢年金の受給資格期間に 17

か月不足することとなる。このため、申立人は、同年６月 30日に 38年９

月から 39 年８月までの 12 か月分を特例納付するとともに、55 年７月 30

日に、53年４月から同年８月までの５か月分を過年度納付していることが

社会保険事務所が保管している領収済通知書により確認できる。しかしな



がら、申立人が過年度納付した 55年７月時点では、申立期間②の保険料を

過年度納付することが可能であるにもかかわらず、同市では申立人に対し

保険料の高い特例納付の勧奨を行っており、このことは、申立期間②の保

険料は既に納付済みであったものとみるのが自然である。 

   また、申立期間③については、仮に申立期間の国民年金保険料を納付し

なければ、国民年金老齢年金の受給資格期間を満たさず、申立人が上記の

特例納付や過年度納付をしていることを踏まえると、申立期間の保険料を

納付していたものとみるのが相当である。 

   一方、申立期間①については、申立人は、父親から店の経営を引き継い

だ昭和 47年以前に、父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料についても、経営を引き継いだ同年までは父親が納付し、それ以降

は申立人が納付していたと主張している。しかしながら、保険料納付の前

提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、55年２月に払い出されている

ことが社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号番号払出簿により

確認でき、このころに申立人は国民年金に加入したものと推認され、この

時点で申立期間の一部は既に時効により納付できない期間であり、これを

納付するには特例納付によることとなるが、申立人からは、申立期間の保

険料を特例納付したとの主張は無い。 

   また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていた事情も存しない。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53年９月から 55年１月までの期間及び 55年 10月から 57年３月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1303 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 46年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 46年３月まで 

    私の国民年金は、父親が加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

くれていたと聞いており、未納となっているのには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 45年４月から 46年３月までについては、申立人

の国民年金保険料納付の前提となる国民年金手帳記号番号は 47 年８月に

夫婦連番で払い出されており、このころに国民年金の加入手続が行われた

ものと推認され、同手帳記号番号が連番で払い出された申立人の夫は 45

年４月までさかのぼって保険料を納付していることが、社会保険庁のオン

ライン記録で確認できることから、申立人についても当該期間の保険料が

納付されたとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 43年４月から 45年３月までについては、

申立人の父親が国民年金保険料を納付していたと主張しているが、上記の

国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、当該期間は既に時効によ

り保険料を納付できない期間であり、これを納付するには特例納付による

こととなるが特例納付が実施されていた時期ではなく、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人若しくは申立人の父親が申立期間の保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人について、婚姻

前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年



金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



京都国民年金 事案 1304 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年 12月から 45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １  申立人の氏名等 

    氏     名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住     所 ：  

 

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 43年 12月から 45年３月まで 

    母親が、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は町内の方

が集金に来ており、母親が私の分を一緒に納付しているのを見たことも

ある。集金は３か月ごとで 300円ぐらいだったと思う。 

    なお、昭和 47年度分は、社会保険事務所で未納と言われていたが、母

親が残しておいてくれた納付証が有ったので記録を回復してもらった経

緯もあり、申立期間が未納であることは納得できない。 

 

第３  委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、60歳到達時まで国民年金保険料をすべて納

付し、申立人の国民年金加入手続や保険料を納付していたとする申立人の

母親も、昭和 36年４月以降の保険料をすべて納付しており、申立人と申立

人の母親の保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、Ａ市においては、国民年金の加入時に過年度分の未納期間が有る

場合、過年度納付書を交付し、納付勧奨することが通例であることから、

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付したものとみても不自然

ではない。 

   さらに、社会保険事務所では、申立人が「国民年金保険料納付証」を提

出したことにより、国民年金保険料の納付の事実が判明し、未納となって

いた昭和 47年度分について、平成 20年９月 26日に追加訂正していること

が確認でき、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性がうか



がわれる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。         



京都国民年金 事案 1305 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの期間、55 年４月から同年６

月までの期間及び 55年 10月から 56年６月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 55年４月から同年６月まで 

             ③ 昭和 55年 10月から 56年６月まで 

    私は、会社を退職後､父親が経営している菓子店で仕事をするように

なったので、私の国民年金については、昭和 44年 10月に父親が加入手

続をし、保険料は両親の分と併せて納付してくれていた。 

    また、昭和 55年の結婚後も、店の営業をしていた 63年までは、父親

が妻の分を含め一緒に納付してくれていたので、申立期間の国民年金保

険料が私の分のみ未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②は３か月であり、申立期間③は９か月と、いずれも短

期間であるとともに、昭和 55年の婚姻後、申立人の父親が一緒に国民年金

保険料を納付していたとする申立人の妻は、申立期間③について納付済み

である上、申立人は、申立期間前後を通じて仕事や住所に変更は無く､生活

状況に大きな変化は無かったとしており、申立期間の保険料が納付されて

いたとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1306 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和37年６月から39年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年６月から 39年３月まで 

    私は、昭和 37年に家業を引き継ぎ同年 11月に支店を開業した。その

後、自宅に訪れた区役所職員に国民年金への加入を勧められたので手続

を行い、国民年金保険料は会社を退職した昭和 37年６月まで一括して納

付できると言われ納付した。未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料は、す

べて納付済みであり、昭和 62年３月以降、申立人の妻と一緒に付加保険料

を納付し、厚生年金保険からの切替手続も適切に行うなど、保険料納付意

識は高かったものと考えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 38年 11月に払い出されており、このころに国民年金の加入手続

を行ったものと推認され、この時点では、申立期間の一部は過年度納付に

よることとなるが、Ａ市においては、保険料の未納が有った場合、過年度

保険料の納付勧奨することが通例であったことから、申立内容は基本的に

信用できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1307 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和51年４月から52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年３月まで 

    私の国民年金保険料は、Ａ市で両親が納付してくれていたが、結婚後

は私自身が銀行で納付していた。申立期間の保険料が未納とされている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12か月と比較的短期間であるとともに、申立人の国民年金保

険料は、申立期間を除き、国民年金の加入期間について、すべて納付され

ており、申立人及び申立人の両親の保険料納付意識は高かったものと考え

られる。 

   また、社会保険事務所が保管している特殊台帳には、昭和 51年度の摘要

欄に、申立人からの申出により納付書を発行したものと考えられる「納付

書」の押印が有ることが確認できることから、申立人が、この納付書によ

り申立期間の国民年金保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1308 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和51年６月から52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 51年６月から 52年３月まで 

    私は、昭和 49年８月ごろＡ区役所Ｂ支所において国民年金に加入した。

国民年金保険料は、亡くなった義父母が納付してくれた。申立期間が未

納となっていることに納得できない。 

    なお、夫の申立期間については、既に年金記録確認第三者委員会での

あっせんを受け納付済期間に訂正されている。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間は 10か月と短期間であるとともに、国民年金保険料納付の前提

となる申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49年 10月に夫婦連番で払

い出されていることが社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号番

号払出簿で確認でき、申立人が所持している国民年金手帳は同年９月 20

日に発行されていることが確認できることを踏まえると、この日に申立人

は、国民年金に加入したものと推認される。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料は申立人の義父母が納付し

てくれていたとしている。申立人とその夫は、国民年金に加入以降、申立

期間の直前までの国民年金保険料納付日が一致していることが、申立人と

その夫の国民年金手帳及び社会保険事務所が保管している特殊台帳により

確認できる上、申立人の夫については、申立期間の保険料は納付済みであ

ることから、申立人の義父母が申立期間の保険料を納付したものとみるの

が自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1309  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和49年８月から50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から 50年３月まで 

    私は、昭和 49 年８月に会社を退職後、国民年金に加入し、60 歳まで

の国民年金保険料をすべて納付したはずである。申立期間が未納とされ

ていることに納得できない。  

      

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、８か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金加入

期間中の国民年金保険料は、申立期間を除き、すべて納付している上、平

成 10年１月から 60歳になるまで保険料を前納するなど、申立人の保険料

納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、Ａ県Ｂ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿に、昭和

52年３月 30日に国民年金手帳を交付した記載が有ることから、申立人は、

この日に国民年金の加入手続を行ったものと考えられ、この時点で、申立

期間の国民年金保険料は、過年度保険料として納付可能である上、同市で

は、未納期間が有る場合、２年度分の国庫金納付書を発行していたことが

確認でき、国民年金の加入手続を行った際に、納付書の交付を受けた申立

人は、申立期間の保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



京都厚生年金 事案 1064 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ製作所に係る申立期間のうち、昭和 35年５月から同年９月ま

での期間の標準報酬月額に係る記録を３万 3,000 円に訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年 10月 13日から 38年９月１日まで 

             ② 昭和 34年 11月１日から 38年９月１日まで 

    私は、昭和 21 年ごろにＡ製作所に就職し 38 年８月末に退職したが、

社会保険庁の厚生年金保険被保険者の加入期間が 35年 10月から 38年８

月まで欠落している。また、給与についても 34 年 11 月ごろは手取り３

万 8,000 円くらいで、退職時は４万円くらいであったと記憶している。

したがって、申立期間①に係る厚生年金保険の加入記録を認め、申立期

間②に係る標準報酬月額の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録では、申立人のＡ製作所に係る標準報酬月額の記録は、

昭和 29 年 10 月から 35 年９月まで１万 8，000 円、資格喪失日は 35 年 10

月 13日と記録されている。また、社会保険事務所が保管している当該事業

所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の標準報酬

月額の記録は、34年８月は健康保険の 19等級（３万 3,000円）と記載され

ており、これは厚生年金保険法の標準報酬月額では、当時の上限である１

万 8,000 円に該当するところ、社会保険庁の記録においても１万 8,000 円

であることが確認できる。 

   しかし、昭和 35年５月に厚生年金保険法の標準報酬月額の改訂が行なわ

れ、上限は３万 6,000 円となっているが、改訂が行なわれた以降も、社会

保険庁の記録において申立人の標準報酬月額は１万 8,000 円と記録されて

いる。 



   また、申立人の同僚の標準報酬月額の記録について見ると、健康保険厚

生年金保険被保険者名簿においては、昭和 34年８月は健康保険の等級が記

載され、35年８月及び同年 10月からは厚生年金保険の標準報酬月額が記載

されているところ、社会保険庁の記録においては、標準報酬月額の改訂が

行なわれた同年５月に改訂されていることが確認できる。 

   これらの事実を総合的に判断すると、申立人の標準報酬月額の記録につ

いて昭和 35年５月に改訂すべきところ、社会保険庁の記録が訂正されてい

ないことが確認できるため、同年５月から同年９月までの標準報酬月額に

ついては３万 3,000円に訂正する必要がある。 

   一方、申立期間②のうち、昭和 34年 11月から 35年４月までの期間につ

いては、社会保険事務所に保管されている当該事業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿に記載されている申立人の標準報酬月額は、当時の

厚生年金保険法に係る制度上の上限である１万 8,000 円であることから、

記録の訂正は行えない。 

   また、申立期間②のうち、昭和 35年 10月 13日から 38年８月 31日まで

の期間については、Ｂ株式会社（Ａ製作所の事業を継承）が当時の資料及

び帳票を保管していない上、当時の複数の同僚に照会しても、申立人の給

与から申立人が主張する厚生年金保険料を事業主により控除されていた事

実は確認できない。 

   申立期間①については、上記Ｂ株式会社の事業主に照会したところ、「法

人化（昭和 36年４月１日）以前の資料及び帳票は保管されていない上、現

存している昭和 36年 10月 20日以降の健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得届書及び同年 11 月 28 日以降の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失届書には申立人の氏名を確認できなかった。」と回答していることから、

申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実は確認できない。 

   また、当時、当該事業所に勤務していた複数の同僚に照会しても、申立

期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されていた事実を確認するための資料及び供述を得ることはできない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②のうち昭和 35年 10月 13日から 38

年８月 31日までの期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②のうち昭和35年10

月 13日から 38年８月 31日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1065 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、昭和 19年６月１日

と認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の資格取得

日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 19 年６月から 20 年６

月までは 80 円、同年７月から 21 年３月までは 100 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年６月１日から 21年４月１日まで 

    株式会社Ａに昭和 19 年３月 22 日に入社し、同社Ｂ所でＣ師として継

続して勤務し、44年４月に勤続 25年表彰を受けているが、社会保険庁の

厚生年金保険の資格取得日は 21年４月１日となっている。申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する株式会社Ａが昭和 44 年４月９日に作成した「勤続 25

年被表彰者名簿」には、入社日が 19 年３月 22 日と記載されているほか、

申立人が所持する厚生年金保険被保険者証においても、資格取得日が同年

６月１日と記載されていることから、申立人は、申立期間において当該事

業所に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人が所持する給与明細書 13枚のうち、厚生年金保険料、健康

保険料の控除額及び申立人の主張から、３枚については昭和 20年５月及び

同年６月、同年８月のものと考えられ、４枚については、同年 12月から 21

年３月までの記載があり、申立期間において厚生年金保険料を事業主によ

り控除されていたことが確認できる。 

   さらに、社会保険庁のオンライン記録において、申立人の株式会社Ａに

 



おける資格取得日は、昭和 21年４月１日と記録されているが、社会保険事

務所が保管する当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の資格取得日は記載されておらず、資格喪失年月日欄には「20．

１あとは不詳」と記載されているのを抹消し、21 年４月１日と記載されて

いることから、申立人の被保険者記録の管理が適切に行なわれていなかっ

たと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、株式会社Ａは、昭和 19年６月１日付けで

申立人に係る厚生年金保険の資格取得届を社会保険事務所に提出していた

と認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の所持する給与明細

書から昭和 19 年６月から 20 年６月までは 80 円、同年７月から 21 年３月

までは 100円とすることが妥当である。 



京都厚生年金 事案 1066 

 

第１ 委員会の結論  

   事業主は、申立人が昭和 20年６月１日にＡ工場Ｂ分工場に係る厚生年金

保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが

認められ、かつ、申立人の当該事業所における厚生年金保険被保険者の資

格喪失日は、22 年６月２日であったと認められることから、申立人に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20 年６月から 21 年３

月までは 60 円、同年４月及び同年５月は 120 円、同年６月から 22 年１月

までは 240 円、同年２月から同年５月までは 270 円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年６月１日から 22年６月２日まで 

    私は、昭和 20 年４月 23 日にＡ工場に入社後、Ｂ分工場に配属され、

勤務した。その後本社への転勤があったが、28 年１月末日に退社するま

でずっと勤務していた。社会保険庁の記録では、20年４月 23日にＡ工場

で資格取得し、同年６月１日に資格喪失したのち、22 年６月２日に再度

Ａ工場で資格取得しており、およそ２年間の空白期間があるため、この

期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によると、申立人は、Ａ工場において、昭和 20年４月

23 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年６月１日に資格喪失、22

年６月２日に再度資格取得し、28 年２月１日に資格喪失となっており、20

年６月１日から 22年６月２日までの被保険者記録が無い。 

   しかし、社会保険事務所から提供のあった健康保険厚生年金保険被保険



者名簿によると、申立人はＡ工場において昭和 20年６月１日に資格を喪失

しているものの、同日にＡ工場Ｂ分工場において資格を取得した記録があ

り、その後の資格喪失日は記録されていないが、22 年２月までの標準報酬

の改定記録も確認できる。 

   一方、当該事業所の本社に照会したところ、当時の資料は残っておらず、

申立てに係る事実については不明としているが、当時のＡ工場Ｂ分工場の

元従業員は、申立人はＡ工場本社から異動してきて、Ｂ分工場で勤務し、

その後また本社へ異動したが、その間に退職したことは無かった旨の供述

をしていることから、申立人のＡ工場Ｂ分工場における資格喪失日は、Ａ

工場で再度資格を取得している昭和 22年６月２日であると推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 20年６月１日に

Ａ工場Ｂ分工場に係る厚生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を

社会保険事務所に行ったことが認められ、かつ、申立人の当該事業所にお

ける資格喪失日は 22年６月２日であると認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所のＡ工場に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 20年５月の記録から、同年

６月から 21 年３月までは 60 円、健康保険厚生年金保険被保険者名簿のＡ

工場Ｂ分工場における 21 年４月、同年６月及び 22 年２月の記録から、21

年４月及び同年５月は 120円、同年６月から 22年１月までは 240円、同年

２月から同年５月までは 270円とすることが妥当である。 



京都厚生年金 事案 1067 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資

格取得日に係る記録を昭和 44 年３月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月 15日から同年３月 31日まで 

    私は、Ａ株式会社のＣ支店、Ｂ支店に昭和 35 年４月１日に入社以来、

45年２月 10日に退社するまで継続して勤務していたが、社会保険庁の記

録によれば、同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動する際、44年３月 15日か

ら同年３月 31日までの期間が厚生年金保険の被保険者となっていないの

で、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び株式会社Ｄが発行した退職証明書の記載並びに同僚

の供述から、申立人は申立期間においてＡ株式会社に継続して勤務し（昭

和 44年３月 15日にＡ株式会社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の当該事業

所に係る厚生年金保険被保険者台帳の昭和 44年４月の記録から、６万円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついて、事業主は不明としているが、当該事業所が発行した退職証明書に



は申立人が 44 年３月 15 日に同社Ｂ支店へ異動したことが記載され、この

日付は社会保険庁に記録されている厚生年金保険の資格喪失日と一致して

いる。また、申立人と同様に同社Ｂ支店において同年４月１日を資格取得

日としている同僚についても、転勤時における同年３月の厚生年金保険加

入記録が抜けているが、この同僚については同社Ｂ支店が事務の誤りを認

め、控除した同年３月分の厚生年金保険料を返還している旨当該同僚が供

述していることから、申立人についてもＡ株式会社Ｃ支店が同年３月 15日

を資格喪失日として届けた後、同社Ｂ支店が同年４月１日を資格取得日と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



京都厚生年金 事案 1068 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額を 24万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から同年９月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期間の給与の支給額と社

会保険庁の標準報酬月額を比べると、社会保険庁の記録が低くなってい

る。申立期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によると、Ａ株式会社における申立人の申立期間の標

準報酬月額は、当初申立人が主張する 24万円と記録されていたことが確認

できるところ、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日（平成５年９月

１日）の後の平成６年３月 11 日付けで、申立人を含む 38 人の標準報酬月

額がさかのぼって引き下げられており、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額については 14万 2,000円となっていることが確認できるが、このよう

な処理を社会保険事務所が行う合理的な理由は見当たらない。 

   また、申立人が所持する銀行預金通帳の申立期間に係る給与振込額、及

び雇用保険受給資格者証に記載されている離職時賃金日額から算定した給

与額は、社会保険庁の記録する上記改定前の標準報酬月額とおおむね一致

する。 

   さらに、元同僚が所持している給与明細書によると、申立期間において、

社会保険庁の記録する訂正前の標準報酬月額に相当する厚生年金保険料が

給与から控除されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間の標準報酬月額に係る有効な記



録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額に係る

記録から、24万円に訂正することが必要であると認められる。  



京都国民年金 事案 1310 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10年１月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年１月から同年 12 月まで 

    平成 11 年１月から３月までの期間及び７月から９月までの期間の国

民年金保険料が未納だったので、Ａ市役所へ相談に行ったところ、職員

から２年はさかのぼれるので、納付した方が良いと勧められ、その時点

では、９年 11 月分から納付できると説明を受けたが、今後、分かりやす

いように 10 年１月分から同年 12 月分の保険料を、12 年から、毎月、銀

行に納付しに行った。申立期間が未納であることに納得できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市役所へ国民年金保険料の納付について相談に行ったとこ

ろ、平成９年 11 月分まで２年間さかのぼって保険料を納付できると説明を

受け、10 年１月分からの保険料を、12 年に、毎月、金融機関で納付したと

主張している。しかしながら、申立人が９年 11 月分までさかのぼって保険

料を納付できると説明を受けたとすれば、その時期は 11年 12月であるが、

社会保険庁のオンライン記録により申立人は 12 年２月 21 日に未加入期間

の加入勧奨対象者とされたことが確認でき、同市が保管する国民年金被保

険者名簿から、申立人が、その国民年金被保険者資格の得喪（11 年７月 31

日取得、同年 10 月１日喪失）を届け出たのは 12 年３月 17 日であることが

確認できることから、申立内容とは符合しない。 

   また、申立期間の国民年金保険料は、過年度納付として、国庫金納付書

により金融機関等で納付することとなるが、過年度保険料の納付書は、コ

ンピュータにより作成され、光学式文字読取機（OCR）により納付記録とし



て入力されることから、毎月、金融機関で納付したとする申立期間の記録

が、12 か月分すべて漏れるとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立期間後の平成 11 年１月から同年３月までの期間

及び同年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料を過年度納付して

いることが社会保険事務所に保管されている領収済通知書で確認できるが、

この納付書は 13 年１月９日付けで発行されており、この時点において、申

立期間は時効により納付書を発行できなかったものとみるのが自然である。 

   加えて、申立人が提出した銀行の出金記録は、申立期間の国民年金保険

料額に一致する記録とはなっておらず、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存し

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1311  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年５月から 53年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等  

  １  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年５月から 53 年 10 月まで 

    私は、昭和 50 年４月に会社を退職し、母親の年金の受給手続を手伝う

うちに、年金加入の必要性を強く感じ、母親にも勧められて同年７月か

ら９月ごろに国民年金の加入手続を行った。国民年金保険料は納付書に

より、さかのぼって数か月分をまとめて納付し、その後は口座振替によ

り納付した。申立期間が未納となっているのは納得できない。 

 

第３  委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年４月に会社を退職後、同年７月から９月ごろに国民

年金の加入手続を行った際、国民年金保険料は納付書により数か月分をさ

かのぼって納付し、その後は口座振替により納付していたと主張している。

しかしながら、保険料を納付するには、国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていることが必要であるが、申立人には、同手帳記号番号が払い出され

た形跡は見当たらず、これは社会保険庁のオンライン記録とも一致し、申

立期間は国民年金の未加入期間であり、申立人は申立期間の保険料を納付

できなかったものとみるのが相当である。   

   また、申立人の基礎年金番号は、申立人が、厚生年金保険の被保険者資

格を昭和 38 年４月１日に取得した際の厚生年金保険被保険者記号番号で

あり、基礎年金番号制度の導入(平成９年１月)以前に、同基礎年金番号で

は申立期間の国民年金保険料の納付はできない上、申立人は、昭和 50 年７

月から９月ごろに国民年金に加入後の保険料は、口座振替により納付した

と主張しているが、Ａ市において国民年金の口座振替制度が開始されたの



は、53 年４月１日であることが確認できることから、申立内容とは符合し

ない。   

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、氏

名を複数の読み方で検索しても、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年８月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年８月から 44 年３月まで 

    昭和 39 年８月ごろ、母親の国民年金保険料を集金に来た集金人から、

国民年金の加入勧奨を受け、国民年金の加入手続を行った。保険料は、

母親に渡したお金から保険料を集金人に納付してもらっていたので、申

立期間が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 39 年８月ごろ、申立人の母親の国民年金保険料を集金に

来た集金人から加入勧奨を受け、国民年金に加入し、保険料を申立人の母

親が自身の保険料に併せて集金人に納付してくれていたと主張しているが、

保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、45 年２月に払

い出されており、申立人は、このころに加入手続を行ったものと推認され

る上、申立人の母親が国民年金に任意の資格で加入したのは、42 年５月で

あることから、申立人の母親が二人分の保険料を集金人に納付していたと

する申立内容とは符合しない。 

   また、上記の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間

の一部は既に時効により納付できない期間であり、申立期間の国民年金保

険料を納付するには、特例納付及び過年度納付によることとなるが、特例

納付が実施されていた時期ではなく、申立人からは、さかのぼって納付し

たとの主張も無い。 

   さらに、申立人若しくは申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納

付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立



期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない

上、申立人について、婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが、

該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年４月から同年６月までの期間、44 年 12 月及び 53 年

８月から 55 年７月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 44 年 12 月 

             ③ 昭和 53 年８月から 55 年７月まで 

    申立期間①及び②については、会社を退職後、国民年金の手続を行い、

妻と一緒に国民年金保険料を納付してきた。申立期間③についても、厚

生年金保険被保険者の資格喪失後、国民年金の加入手続を行い、保険料

を妻と一緒に納付してきた。申立期間が未納であることに納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、前

後の被保険者の記録から平成６年３月ごろに払い出されていることが確認

できることから、申立人は、このころに国民年金の加入手続を行ったもの

と推認でき、申立人は、同年同月 15 日に５年 11 月から６年３月までの保

険料を納付していることが申立人の所持している国民年金保険料領収書か

らも確認でき、申立内容とは符合しない。 

   また、申立期間①、②及び③については、平成６年３月 29 日に国民年金

被保険者としての記録が追加されていることが社会保険庁のオンライン記

録で確認できることから、この時点においては、申立期間はいずれも時効

により納付することができず、申立期間の国民年金保険料を納付するには

特例納付によることとなるが、特例納付が行われていた時期ではない。 

   さらに、申立期間①及び②について、申立人は国民年金保険料を申立人



の妻と一緒に納付したと主張しているが、申立人の妻の国民年金手帳記号

番号は昭和 46 年 12 月ごろに払い出されていることから、申立期間は国民

年金に未加入の期間であり、申立内容とは符合しない上、申立期間③につ

いては、申立人は、Ａ市が 51 年４月以降の国民年金の加入状況、保険料の

納付状況等を記録している国民年金収滞納リストにおいて「登載なし」と

されており、同市では申立人を被保険者として管理していなかったことか

ら、申立人は申立期間の保険料を納付できなかったものとみるのが相当で

ある。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人につい

て、氏名を複数の読み方で検索しても該当者はおらず、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。   



京都国民年金 事案 1314 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 46年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年１月から 46 年 12 月まで 

    昭和 42 年１月ごろ、国民年金の加入手続を行い、集金により国民年金

保険料を納付してきたので、申立期間が未納となっていることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年１月ごろ、国民年金に加入し、国民年金保険料の納

付を行ってきたと主張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民

年金手帳記号番号は、47 年１月に払い出されており、このころに加入手続

を行ったものと推認され、申立人が所持している国民年金手帳においても、

申立人は、同年同月 10 日付けで任意被保険者資格を取得していることが確

認できるとともに、昭和 46 年度国民年金印紙検認記録欄の４月から 12 月

までの欄には保険料の納付を要しないことを示す斜線が引かれ、47 年１月

の欄には、「この月から納付開始」と押印されていることから、申立期間は

未加入であり、申立人は、申立期間の保険料を納付できなかったものとみ

るのが相当である。 

   また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存し

ない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。  



                      

  

京都厚生年金 事案 1069 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年 12月５日から平成８年４月 30日まで 

    社会保険庁からの被保険者記録照会回答票によると、Ａ株式会社Ｂ営業所

の勤務期間における標準報酬月額が実際の給与額より低く届け出られてい

ることが分かった。当該期間の標準報酬月額は 12万 6,000円から 28万円と

なっているが、毎月 38 万 2,000 円の給与を受け取っていた。申立期間につ

いて標準報酬月額の訂正を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間についてＡ株式会社から社会保険庁に届出されている申

立人の標準報酬月額が 12万 6,000円から 28 万円となっているが、申立期間に

おける月々の報酬月額は 38 万 2,000 円であった旨を主張しており、申立人か

ら提出された平成６年度の住民税所得証明書に記載の収入金額及び労災保険

の給付に係る平均賃金額から、ほぼ申立人の主張する報酬月額が支給されてい

た事実は推認できる。 

   しかし、関係者の供述によると、申立人が主張している当該報酬月額につい

ては、Ａ株式会社及び同社Ｂ営業所を実質的に運営していたＣ氏を事業主とす

る個人事業所の２か所から支給されており、Ａ株式会社本社に照会した結果に

おいても、申立人が勤務していた同社Ｂ営業所は、実質的にはＣ氏が事業主で

ある個人事業所であり、基本給については同社から支給し、Ｃ氏から出来高分

を上乗せして支給されていたもので、同社においては社会保険事務所に同社か

ら支給した報酬月額のみを届け出しており、届出をしている標準報酬月額に応

 



                      

  

じた保険料しか控除していない旨を回答している。 

   また、当該差額分を事実上負担していたＣ氏は、出来高分をＡ株式会社から

の賃金に上乗せして支給していたのは事実であるが、同事業所は厚生年金保険

の適用事業所とはなっていなかったことから、同事業所においては、保険料は

控除していない旨を供述している。 

   さらに、Ａ株式会社に保管されている標準報酬決定通知書等の控えに記載さ

れている標準報酬月額と社会保険庁の記録が一致していることから、同社が社

会保険庁の記録どおりに届出をしていたことが確認できる。 

   加えて、複数の元従業員に照会したところ、そのうちの一人から、当時は社

会保険料を低く抑えて給与の手取り額を増やすために、社会保険事務所へ標準

報酬月額を低く届け出るのが一般的であった旨の回答がある。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1070  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年１月から 29年 12 月まで 

    私の父は、昭和 25年１月から 28、29年ごろまで、父の兄弟で設立したＡ

有限会社で勤務していたが、社会保険庁の記録では、この間について厚生年

金保険の加入記録がないことがわかった。給与明細書などの保険料控除を確

認できる資料はないが、在職を証明する資料等があるので、申立期間につい

て被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ有限会社の設立時の定款から、申立人は申立てのとおり、同事業所の設立

に関与したことは確認できる。 

   また、同僚の供述から、勤務実態及び勤務期間は明らかではないものの、申

立人はＡ有限会社で勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ有限会社が厚生年金保険の新規適用事業所となったのは昭和 25

年 11 月１日であり、申立期間のうち、同年１月から同年 10 月 31 日までの期

間については、適用事業所であった事実は確認できないほか、同年 11 月１日

以後の期間についても、同事業所に照会したところ、現在の事業主は、賃金台

帳等を所持していないため、申立人の給与から保険料が控除されていた事実に

ついて確認することはできない。 

   また、申立期間当時、Ａ有限会社に勤務しており、所在が確認できた従業員

７人に対し照会を行ったところ、４人から回答を得たが、申立期間において、



                      

  

申立人に係る厚生年金保険料が控除されていた事実の有無について、確認でき

る供述を得ることはできなかった。 

   さらに、Ａ有限会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間に申立人の氏名の記載は無く、健康保険の番号に欠番も見られないため、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1071 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年４月１日から 34年８月１日まで 

             ② 昭和 34年８月１日から 36年４月１日まで 

             ③ 昭和 40年４月１日から同年８月 23日まで 

    私は、株式会社Ａにおいて昭和 33 年４月から約１年半の間勤務し、株式

会社Ｂにおいて 34年８月から２年近く勤務し、Ｃ株式会社において 40年４

月からＤ株式会社に勤務するまでの間勤務したが、その間の厚生年金保険の

加入記録が無い。株式会社Ｂでは退社後に雇用保険を受給していたので、厚

生年金保険にも加入していたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、社会保険庁の記録によると、株式会社Ａは、昭和 40

年 11 月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となっており、同日より前の申

立期間①に適用事業所としての記録は確認できない。 

   また、当該事業所に照会したところ、当時の労働者名簿等の関連資料は保管

しておらず、当時の従業員等もすべて退職しているため、申立ての事実につい

ては不明である旨の回答であり、申立人の申立期間①における勤務の実態及び

雇用形態について確認をすることはできない。 

   さらに、申立人は当時の同僚については氏名を記憶しておらず、申立てに係

る事実を確認するための供述を得ることはできなかった。 

   申立期間②について、社会保険庁の記録によると、株式会社Ｂは、昭和 35

年９月１日において厚生年金保険の新規適用事業所となっており、申立期間②

のうち、同日より前に適用事業所であった記録は確認できない。 

   また、申立人が記憶している同僚の氏名が社会保険事務所の被保険者名簿に

 



                      

  

確認できることから、申立人が当該事業所に勤務していたことはうかがえるも

のの、株式会社Ｂは昭和 54 年６月に倒産しており、当時の事業主は既に亡く

なっているため、その家族に照会したところ、当時の他の取締役の消息、及び

人事関係資料等がどう処理されたかは不明である旨の回答があり、申立人が桶

づくりの職人として記憶する同僚も既に亡くなっていることから、申立人の申

立期間②に係る勤務の実態、雇用形態及び厚生年金保険の適用について確認を

することはできない。 

   さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る事業所別被保険者名簿

において、申立期間②に申立人の氏名の記録は無く、健康保険の番号に欠番も

無いため、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   また、社会保険庁の記録では、申立人は昭和 36 年４月１日にＥ株式会社に

おいて厚生年金保険の被保険者資格を取得しているが、一方で申立人は同年の

３月 31 日には株式会社Ｂを退職し失業保険を受給していたと述べており、申

立人の勤務期間の記憶は正確ではないことがうかがえる。 

   申立期間③について、申立人が記憶している同僚の氏名が社会保険事務所の

被保険者名簿に確認できることから、申立人がＣ株式会社に勤務していたこと

はうかがえるものの、当該事業所は昭和 17 年９月に廃業し、事業主も既に亡

くなっているため当時、取締役であった事業主の妻に照会したが、申立人につ

いては記憶しておらず、当時の資料も保管していないため、申立人の勤務の実

態等については不明である旨の回答であった。 

   また、申立人が姓のみ記憶している４人の同僚は、当該事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に該当する姓の者は存在するものの、既に亡くなって

いるか所在が不明であり、申立期間に勤務していた被保険者に照会したところ、

申立人については記憶しておらず、申立人の情報を得ることができなかった。 

   さらに、上記被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名の記録は無く、

健康保険番号に欠番も無いため、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   加えて、申立人はＣ株式会社に勤務した期間について具体的には記憶してお

らず、厚生年金保険料の控除に関しても記憶していない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1072 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年４月ごろから 32年ごろまで 

               （株式会社ＡのＢ支店の下請会社） 

             ② 昭和 28年ごろから 32年ごろまで 

               （Ｃ株式会社の下請会社） 

             ③ 昭和 32年ごろから 37年ごろまで 

               （Ｄ株式会社の下請会社） 

             ④ 昭和 37年ごろから 42年ごろまで 

               （株式会社ＥのＦ支店の下請会社Ｇ社） 

             ⑤ 昭和 51年９月１日から 57年４月１日まで 

               （株式会社Ｈ） 

    私は昭和 27年４月ごろから 37年ごろまで、勤務していた事業所名は忘れ

たが、申立期間①、②及び③に記載した事業所で建設工事の作業に従事し、

給与から社会保険料が控除され、事業所から元請事業者に厚生年金保険料が

納付されていた。また、37 年ごろから 42 年ごろまでは、申立期間④に記載

した株式会社ＥのＦ支店の下請会社のＧ社で建設工事等の作業に従事し、社

会保険料を給与から控除され、事業所から元請事業者に厚生年金保険料が納

付されていた。さらに、51 年９月から 61 年１月までは、株式会社Ｈに勤務

していたが、申立期間⑤について、社会保険庁の記録では厚生年金保険の加

入記録が抜けているのがおかしい。 

    全申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①、②及び③については、申立人が申立期間当時の業務内容等を具

体的に記憶していることから、申立てに係る各事業所（株式会社ＡのＢ支店の

下請会社、Ｃ株式会社の下請会社及びＤ株式会社の下請会社）で勤務していた

可能性はあるが、申立人は当時勤務していたとする下請会社の名称及び同僚等

の名前を記憶していないため、事業所及び同僚を特定することができず、申立

人が上記各事業所の元請会社であったと記憶している事業所の本社（株式会社

Ａ、Ｃ株式会社及びＤ株式会社）に照会しても、「当時の関連資料には申立人

の名前は無く、当時の下請会社名も不明」との回答であるため、申立てに係る

事実を確認することはできない。 

   また、申立期間当時、申立人が上記各事業所の元請会社であったと記憶して

いる事業所に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者名簿に記載されて

いる複数の従業員に照会しても、申立人について記憶している者はみられなか

った。 

   申立期間④については、申立人が申立期間当時の業務内容等を具体的に記憶

していることから、株式会社ＥのＦ支店の下請会社Ｇ社で勤務していた可能性

はあるが、社会保険庁の記録において、当該事業所が厚生年金保険の適用事業

所であった事実は確認できない上、申立人が「当時、元請会社に厚生年金保険

料を納付していた。」と述べている元請会社株式会社ＥのＦ支店についても、

申立期間当時、社会保険庁の記録において、厚生年金保険の適用事業所であっ

た事実は確認できない。 

   また、株式会社Ｅ本社に照会しても、「申立人に関する資料は無い。」と回答

している上、当時株式会社Ｅで勤務していた複数の従業員に照会しても、申立

てに係る事実を確認することができる供述を得ることはできなかった。 

   さらに、雇用保険の加入記録において、申立人の申立期間における記録は無

い。 

   申立期間⑤については、申立人の当時の住所が株式会社Ｈの寮の所在地と一

致していること、及び申立人が所持している慰安旅行の写真が昭和 54 年２月

24日に撮影されていることから、申立人が申立期間において、当該事業所で勤

務していたことは推認できる。 

   しかし、当時の役員に照会したところ「申立人は日給月給であり社会保険の

手続はされていなかったかもしれない。」と供述している上、元事業主は「昭

和 61 年に倒産し、当時の資料等は残っていない。」と回答していることから、

申立期間において、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事実は

確認できない。 

   また、社会保険事務所の株式会社Ｈに係る健康保険厚生年金保険被保険者名



                      

  

簿には申立期間において申立人の氏名は記載されておらず、健康保険番号の欠

番も無いことから、申立期間において申立人の加入記録が欠落したとは考え難

い。 

   さらに、雇用保険の加入記録において、申立人の申立期間における記録は無

い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1073 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年８月１日から 50年９月 30日まで 

             ② 昭和 61年 10月１日から 62年９月 30日まで 

    私は昭和 44年４月から平成 18年 11月 30日に定年退職するまでＡ株式会

社に勤務し、昭和 46年から 51年まで及び 61 年２月から平成 18年２月まで

の期間は海外駐在員として派遣されていたが、申立期間①及び②に係る期間

の社会保険庁の標準報酬月額がそれぞれ直近の標準報酬月額よりも極端に

減額された記録になっているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、Ａ株式会社の事業主に照会したところ、「申立期間

当時の資料については保存年限を超過しているため、現在保管されていないが、

申立期間に係る標準報酬月額は現在の海外派遣者取扱規則第 12 条に基づく報

酬（留守宅手当）に対して算出した標準報酬月額であるため、昭和 49 年８月

の標準報酬月額が大幅に減少したものであると推測する。」と回答している上、

当時の厚生年金保険の標準報酬月額の決定に関する資料等も保管されていな

いため、申立てに係る事実を確認することはできない。 

   また、申立期間①の期間において海外駐在員として当該事業所に勤務してい

た同僚に照会したところ、「昭和 47年以前は本国における給与が支給されてい

なかったため、厚生年金保険料は控除されていなかった。その後、留守宅手当

が支給されることにより、その手当に見合う厚生年金保険料が控除されること

になった。そのため、私の社会保険庁の標準報酬月額も大幅に減少している。」



                      

  

と回答していることから、社会保険庁に記録されている標準報酬月額は、上記

事業主が回答しているとおり、国内分の報酬（留守宅手当）に基づいた額であ

ることがうかがえる。 

   申立期間②については、上記事業主に照会したところ、「申立期間当時の関

連資料については、保存年限を超過しているため、現在保管されていないが、

申立期間②に係る標準報酬月額は現在の海外派遣者取扱規則第 11 条（海外給

与）に基づき国内に在籍していた場合の国内基準賃金の手取額において標準報

酬月額を算出していると推測する。」と回答している上、当時の厚生年金保険

標準報酬月額の決定に関する関連資料等が保管されていないため、申立てに係

る事実を確認することはできない。 

   また、申立期間②については、現在当該事業所が定めている「賃金規則第 28

条、海外派遣者取扱規則第 11 条（海外給与）及び第 12 条（留守宅手当）」に

よれば、国内仮年収（Ｂ株式会社の生計費データ）をベースに手取額を保証す

ると規定されている上、複数の同僚に照会しても、海外駐在員に出向している

期間は国内基準賃金で国内給与が支給されていたと供述しており、当該同僚の

標準報酬月額においても、海外駐在員に出向した直近の定時改訂における標準

報酬月額は減少していることから、申立期間についても国内賃金の手取額を基

準とした報酬が届出されたことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、両申

立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1074 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年９月１日から４年６月ごろまで 

             ② 平成２年８月１日から４年６月ごろまで 

    私は、Ａ株式会社（平成４年２月 14 日付けＢ株式会社に商号変更）に勤

務していたが、会社の名称がＢ株式会社に変更した後に会社が倒産したとき

まで勤務していた。 

    また、入社時から退職まで手取り額で 45 万円の給与をもらっていたにも

かかわらず、報酬が不当に低く届出されているので、調査の上、社会保険庁

の厚生年金保険に係る被保険者加入記録及び標準報酬月額について、訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、当時の代表取締役２人に照会したところ、「申立人

の勤務実態等については、会社が倒産しており、関係資料等が無いため、回答

できない。」としていることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控

除を確認できる関連資料、周辺事情は確認できない。 

   また、Ｃ県Ｄ部Ｅ課Ｆグループに照会したところ、Ｂ株式会社は平成４年６

月 11 日付けで宅地建物取引業免許が期間満了により抹消となっていると回答

していることから、同日以前に当該事業所は事実上倒産していることがうかが

える。 

   さらに、社会保険庁の当該事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は、申

立人を含めて４人であるが、そのうち申立人及び上記代表取締役２人を除く 1

人については、申立期間以前に退職しており所在も不明のため、申立てに係る



                      

  

事実は確認できない。 

   加えて、当該事業所は、社会保険庁の記録において、平成３年９月１日に事

業主を含めて全員資格喪失し、申立人の健康保険被保険者証も同年 10 月１日

に返納されており、申立期間において、当該事業所が健康保険及び厚生年金保

険の適用事業所であった事実は確認できない。 

   また、申立人の申立期間①に係る雇用保険の加入記録についても確認できな

い。 

   申立期間②については、上記代表取締役２人に照会しても、申立人の報酬等

については、会社が倒産しており関係資料等が無いため、回答できないとして

いることから、申立期間において、申立人の主張する報酬月額に基づく厚生年

金保険料を控除していた事実は確認できない。 

   このほか、申立期間について、申立人の勤務実態及び事業主により給与から

厚生年金保険料を控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は

無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1075 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月１日から 62 年９月 30日まで 

    Ａ株式会社Ｂ工場における昭和 61 年 10 月から 62 年９月までの期間につ

いて、社会保険庁の標準報酬月額が実際に受け取っていた給与よりも 10 万

円ほど減額された記録になっているので、調査の上、正しい標準報酬月額に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の事業主に照会したところ、「申立期間当時の資料が保管されて

いないため申立人に係る状況は不明であるが、申立期間の昭和 61 年当時は、

経営不振により一般職で給与の 10 パーセント減額、役職者で５パーセントか

ら 15パーセントの賃金減額があった。」と回答している上、当時の厚生年金保

険の標準報酬月額の決定に関する資料等も保管されていないため、申立てに係

る事実を確認することはできない。 

   また、申立期間において在職していた複数の同僚は、「申立期間当時は会社

の経営が不振となり、全社１万 7,000人体制を１万 2,000人に削減し、その他

数項目の危機突破対策を労使が合意し、操業度（残業）低下とあらゆるコスト

ダウン、合理化の推進を行い、賃金については全員 10 パーセントのカットを

行い経営再建計画の推進を行っていた。」と回答している上、他の多数の同僚

も、社会保険庁の標準報酬月額が２万円から 11 万円減少しており、申立人と

同じ部署に勤務していた同僚についても、標準報酬月額が申立人と同様に 10

万円減少していることから、当時当該事業所においては、申立人を含む多数の



                      

  

従業員に係る報酬月額が減少したことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申立

期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1076 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 37 年４月１日にＡ省（現在はＢ株式会社）の臨時補充員とし

て採用され、その後 43年に正職員となり平成 12年７月１日に退職するまで

Ａ職員として勤務していたが、Ｃ研修所でＤ研修を受講した 37 年４月１日

から同年５月１日まで厚生年金保険の加入記録が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持している人事異動通知書及びＢ株式会社Ｅ支社の回答から、申

立人が申立期間において臨時補充員としてＣ研修所に勤務していたことは認

められる。 

   しかし、申立人がＣ研修所における研修期間終了後に勤務したＦ局において、

申立人と同様に昭和 37 年５月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いる複数の従業員に照会したところ、そのうち５人の従業員が申立期間におい

てＣ研修所で研修を受けた期間があったとしているが、いずれの従業員も、研

修を受けたと記憶している期間に厚生年金保険の加入記録は無い上、そのうち

の一人は、「研修期間中は非常勤職員扱いであるので、年金等には加入してい

なかったと思う。」と述べているため、当時Ｃ研修所においては、研修期間中

の臨時補充員について、厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことが

うかがえる。 

   また、Ｃ研修所（現在はＢ株式会社Ｇ研修センター）は昭和 53 年に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっており、Ｂ株式会社Ｅ支社及びＢ株式会社Ｇ

研修センターに照会しても、当時の賃金台帳等の関連資料は保管されていない



                      

  

ため、申立期間において申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事

実は確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1077 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ：  大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 27年 12月６日から 29年 12月６日まで 

    私は、昭和 29 年 10 月にＡ株式会社が第一回目の希望退職を募集した時、

その条件が良かったので応募して退職した。27 年 12 月が退職月ではないの

で、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社Ｂ支店に照会したところ、「申立期間当時の賃金台帳等関連資料

を保管していない」と回答していることから、申立人の正確な勤務期間等勤務

実態及び申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を確認する

ことはできない。   

   また、Ａ健康保険組合に照会しても、「平成 10年に、既に退職した方の記録

は廃棄しているため、当時の資料は無い」と回答している上、社会保険事務所

が保管する当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、健

康保険の整理番号も連続しており欠番も見られないため、申立期間において申

立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   さらに、申立人は「昭和 29 年にＡ株式会社が第一回目の希望退職者を募集

して、退職者も多いはずなので、Ａ株式会社の歴史を調査すれば、29 年 12 月

の退職が解明される」と主張しているが、当該事業所の「社報昭和 28.4.1 刊

号外」によれば、27年 12月１日から 28年１月半ばまでの間において、約１万

3,000 名に及ぶ希望退職者をみるに至った旨の記事があることから、第一回目

の希望退職者の募集については 27年 12月に実施されたことがうかがわれ、こ

の時期は申立人の厚生年金保険の被保険者資格が喪失した時期と同時期であ



                      

  

る上、当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人と同日に資格

喪失している者が 78人みられる。 

   加えて、申立人は、申立期間当時、Ｃ労働組合の労組員であったが、ストラ

イキの経験は無いと供述しているが、当時の資料及び当時当該事業所に勤務し

ていた同僚の供述によれば、昭和 28年から 29年にかけて、Ｃ労働組合はスト

ライキを繰り返し、特に 28年３月 19日から６日間 145時間の全面ストライキ

を実施しているため、申立人が 29年 12月まで勤務したとする主張をそのまま

肯定することができない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1078 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から同年６月 25日まで 

    平成３年４月から株式会社Ａに勤務し、同年６月に私の厚生年金保険への

加入手続をしてくれ、さかのぼって２か月分の保険料が給与から控除された

が、社会保険庁の記録では未加入期間となっている。申立期間について、厚

生年金保険の被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の取締役及び複数の元同僚の回答から、申立人が株式会社Ａに

平成３年４月から勤務していたことは推認できるものの、当該事業所に文書照

会したところ、申立期間当時の賃金台帳等関連資料は保管されていないと回答

していることから、申立期間において申立人の給与から厚生年金保険料が控除

されていた事実を確認することができない。 

   また、株式会社Ａが保管している健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認及び標準報酬決定通知書には、申立人の当該事業所における厚生年金保険の

資格取得日が平成３年６月 25 日と記載されているほか、雇用保険の加入記録

においても、申立人は、同年７月１日に当該事業所において被保険者資格を取

得し、５年８月 10 日に離職しており、雇用保険の被保険者であった期間が、

社会保険事務所の厚生年金保険の被保険者期間とおおむね一致することから、

事業主が社会保険事務所に記録されているとおりの厚生年金保険被保険者資

格取得に関する届出を行ったことが推認できる。 

   さらに、申立人は、平成３年４月分及び同年５月分の厚生年金保険料を同年

６月分及び同年７月分に１か月ずつ上乗せして控除されたと主張しているが、



                      

  

当時から社会保険事務を担当していた総務課職員は、当該事業所は 20 日締め

の 25日払いで、厚生年金保険料は翌月控除であることから、６月 25日に加入

したのであれば６月分から控除することはなく、また、７月分から何か月分も

上乗せして控除することはあり得ないと供述している上、上記の取締役及び同

総務課職員は、共に申立人については３か月の試用期間があったと回答してい

る。 

   加えて、当時の元同僚に照会しても、申立期間に係る申立人の厚生年金保険

料が事業主により給与から控除されていた事実を確認するための資料及び供

述を得ることはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1079 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 43年３月から 44年 10月まで 

    申立期間①はＡ市のＢ病院で、申立期間②はＣ市のＤ医院（現在は、医療

法人Ｅ）で、それぞれ看護師として勤務していたが、社会保険事務所へ照会

すると、厚生年金保険の加入記録が無い。両申立期間について、厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人のＢ病院における勤務状況等の記憶は詳細であ

ることから、期間の特定はできないものの、申立人は申立期間①において、同

病院に勤務していたことは推認できるが、同病院は、昭和 45年 11月１日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間①当時の事業主は既に

亡くなり、当時の賃金台帳等関連資料についても存否が不明であるため、申立

人の正確な勤務期間及び厚生年金保険料が給与から控除されていた事実を確

認することはできない。 

   また、申立人が氏名を記憶している二人の元同僚は、社会保険事務所が保管

するＢ病院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において氏名を確認で

きないほか、同被保険者名簿において申立期間①当時在籍していた 12 人に対

して照会を行ったところ、10人から回答を得たが、申立人を記憶している者は

おらず、申立人の勤務実態等を確認することはできない。 

   さらに、複数の元同僚は、勤務を開始して数か月は厚生年金保険に加入して

いなかった旨を供述しているほか、このうち一人は、短期間で退職する看護師



                      

  

が多い病院だった旨供述していることから、当時Ｂ病院では、すべての従業員

について入社後ただちに厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったこと

がうかがえる。 

   加えて、昭和 41 年 10 月まで社会保険事務を担当していたとする元同僚は、

「私が退職した後は事務を担当する者はいなかった。」と 供述している上、42

年８月から総務部長だったとする院長の弟は、「私が勤務するまでは厚生年金

保険に加入しておらず、厚生年金保険への加入を就職の条件として院長に要望

した。」と 回答をしており、上記の被保険者名簿において、41年７月１日以降

１年間は被保険者資格を取得したものがなく、42年７月 10日に 12人が資格取

得していることが確認できる。 

   また、上記の被保険者名簿においても、申立期間①に申立人の氏名は記録さ

れておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番も見られないため、申

立期間において申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立期間①において、厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料、周辺事情は無い。 

   申立期間②について、社会保険庁の記録によると、Ｄ医院が厚生年金保険の

新規適用事業所になったのは、平成 11 年９月に同医院が法人化した後の同年

11月１日であることから、これ以前の申立期間②において同医院が厚生年金保

険の適用事業所であった事実は確認できない。 

   また、Ｄ医院に照会したところ、現在の院長は、「申立期間当時は、厚生年

金保険には加入しておらず、雇用保険のみ加入させていたのではないか。」と

供述しており、当時の賃金台帳等関連資料は保管されておらず、申立期間にお

ける申立人の勤務実態及び厚生年金保険料が給与から控除されていた事実を

確認することはできない。 

   さらに、申立人は一人の同僚を記憶しているが、姓のみの記憶であるため、

特定することはできず、当時の状況が分かる者も不明のため、申立てに係る事

実を確認するための資料及び供述を得ることはできない。 

   このほか、申立期間②に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   また、申立期間①及び②について、雇用保険の記録において、申立人が雇用

保険の被保険者であった事実は確認できない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1080 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年４月１日から同年 12月 31日まで 

    申立期間について、Ａ株式会社に機械仕上げ工として勤務していたが、社

会保険事務所に照会したところ、同社に係る厚生年金保険加入記録が無い。

調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の取締役業務部長及び複数の元同僚の回答から、申立人は申立期

間において、期間の特定はできないものの、当該事業所に勤務していたことは

推認できる。 

   しかし、申立期間当時の事業主は既に亡くなっており、上記の取締役業務部

長に照会しても、当時の賃金台帳等関連資料は保管されていない旨回答してい

ることから、申立期間において申立人の給与から厚生年金保険料が控除されて

いた事実を確認することができない。 

   また、社会保険事務所が保管するＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人が昭和 34 年４月に同期入社したとしている３人

の元同僚について確認したところ、当該３人の元同僚の 35 年２月１日の被保

険者資格取得日がいずれも二重線で消され、このうち二人については 34 年３

月 20 日、一人についても同年４月１日にさかのぼって訂正されていることが

確認できることから、当該３人の元同僚に係る資格取得手続は、申立人が当該

事業所を退職した後の 35 年２月１日に行われたものと考えられ、申立期間当

時、当該事業所においては、すべての従業員について入社後ただちに厚生年金

保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

 



                      

  

   さらに、上記の被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は記録され

ておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番も見られないため、申立

期間において申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、当時の元同僚に照会しても、申立期間に係る申立人の厚生年金保険

料が事業主により給与から控除されていた事実を確認するための資料及び供

述を得ることはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1081 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 11月１日から 20 年６月 16日まで 

    社会保険事務所に行き、申立期間の標準報酬月額を確認したところ、実際

の給与額に比べて、引き下げられていることを知った。当時の給与明細書を

持っているので、社会保険庁の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出のあったＡ有限会社の給与明細書（平成 16年 12月、17年５

月及び同年 10月を除く期間）、並びに同社の破産管財人が保管する申立人に係

る所得税源泉徴収簿兼賃金台帳及び給与明細一覧表に記載されている総支給

額から、申立人が主張するとおり、報酬月額に見合う標準報酬月額は、社会保

険事務所に届け出られた標準報酬月額よりも高い額であることが確認できる。 

   しかしながら、給与明細書等に記載された厚生年金保険料控除額は、社会保

険事務所に届け出られた標準報酬月額を基に当時の厚生年金保険料の料率及

び被保険者の負担割合を乗じて得られた額と同額であることが確認でき、事業

主により給与から控除された厚生年金保険料に基づく標準報酬月額は、社会保

険事務所に届け出られた標準報酬月額と同額であり、申立人が主張する報酬月

額に基づく標準報酬月額に見合う保険料控除は行われていないことが確認で

きる。 
   また、申立期間のうち、給与明細書等が無い平成 16年 12月、17年５月及び

同年 10 月についても、上記の関連資料からみて、同様に、社会保険庁に記録

されている同時期の標準報酬月額とは一致するものと考えられる。 



                      

  

   このほか、申立てに係る事実について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1082 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年４月３日から 27年５月 17日まで 

             ② 昭和 27年６月 20日から 29年４月 30日まで 

             ③ 昭和 29年６月 17日から 32年 11月 26日まで 

    申立期間の脱退手当金については、昭和 40 年代に当時の労務課長に調べ

てもらったところ、退社時に支給されているとのことだった。今回、社会保

険事務所に照会したところ、結婚のため退社してから約半年後に支給済みと

言われたが、私は脱退手当金を受け取った記憶がないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 33年２月 27日に支給決

定されているほか、社会保険業務センターが保管する申立人の被保険者台帳に

は、脱退手当金が支給されたことを示す「脱手、7,792 円」等が記載されてお

り、同台帳に記載されている脱退手当金の支給金額等は社会保険庁のオンライ

ン記録に一致しているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、当時は通算年金制度創設前であることを踏まえると、申立人が脱退手

当金を受給することに不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1083 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月 19日から 35 年 10月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の記録照会をした結果、株式会社Ａに勤務

していた期間について脱退手当金が支給されていると知った。私は、脱退手

当金を請求した記憶がないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されている

ことを意味する「脱」の表示が有るとともに、申立期間の脱退手当金は、支給

額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約３か月後の昭和 35 年 12 月 23 日に支給決定されているほか、社会保険業

務センターが保管する申立人の被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために

必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回

答した年月日である「回答済 35.10.19」が記録されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 1084  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 17年６月１日から 18年５月 31日まで 

    申立期間当時、Ａ株式会社の正社員として、Ｂ部Ｃ課Ｄ係に所属し、信号

機の新設、補修作業をしていた。給料から厚生年金保険料を控除されていた

と思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 17 年３月に国民学校高等科を卒業した後、Ａ株式会社に入

社し２か月間の研修を経て現場に出たと主張しているが、申立期間当時の人事

記録等を管理する株式会社Ｅが保管する申立人の社員調書の学歴欄には、18

年３月Ｆ国民学校（現在は、Ｇ小学校）高等科修了と記載されていることが確

認でき、Ｇ小学校が保管する卒業記録の内容とも一致することから、申立期間

は、その在学期間と一部重複し、申立内容と符合しない。 

   また、社員調書の入社前経歴欄には、昭和 18 年４月に「Ｈ専門学校」に入

学した記録が確認できる上、申立てに係る事業所の被保険者名簿及び厚生年金

記号番号払出簿には、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日は、同年６月

１日と記載されており、社会保険庁のオンライン記録と一致するほか、申立人

が一緒に採用されたと供述する同僚も、同日に厚生年金保険被保険者資格を取

得している。 

   さらに、申立てに係る事業所の現在の事業主に照会したところ、申立期間に

係る保険料控除を裏付ける給与明細や賃金台帳は保存されておらず、申立期間

において、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を確認する

ことはできない。 



                      

  

   このほか、申立期間に係る申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


